第２９回　第３部会（保健福祉）概要

日　時　　平成２１年２月１８日（水）　午後６時３０分～午後８時３０分
場　所　　市役所　２階　第２委員会室
出席者　　山田耕一、中原義勝、畑田ひろみ、平田和弘、前田文彦、米澤孝雄
説明員　　鈴木社会福祉Ｇ総括主幹、高齢・介護Ｇ後藤総括主幹、太田社会福祉Ｇ主査（福祉計画担当）

事務局　　沼田企画グループ主査（企画調整担当）、千葉企画グループ主査（企画調整担当）
配布資料　○第４期登別市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画について（高齢・介護グループ配布）
　　　　　○登別市市民自治推進委員会上程資料（案）（瀧川委員）
　　　　
１　第４期登別市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画について情報提供
【説明員】

◆　登別市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画について、平成２１年度から平成２３年度を計画期間とする第４期計画最終案が完成したので情報提供します。
第４期計画の概要をご説明します。計画が完成しますと１２５ページほどの冊子になります。

◎高齢者保健福祉計画について

○第１章　計画の策定にあたって
本計画は老人福祉法と介護保険法に基づき市が策定するものです。北海道が策定する「高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」との整合も図る必要があります。
計画の期間は平成２１年度から平成２３年度の３カ年です。第１期の計画が平成１２年度に始まり、以降３カ年ごとに計画を策定しています。
策定の体制としては医師、歯科医師など専門の方が参加した「介護保険運営協議会」及び「高齢者保健福祉計画検討会議」を４回開催しました。
また、市民や医療関係者を対象としたアンケートも実施しました。
パブリックコメントも平成２１年１月１６日から平成２１年２月６日まで実施しました。

○第２章　高齢者等の現状

こちらでは高齢化の推移を表とグラフで表示しています。平成２０年度の高齢化率（６５歳以上人口÷総人口×１００）の実績は、全道平均が２３．３％、全国平均が２２．１％に対して登別市は２６．６％となっており高齢化が進んでいます。

○第３章　基本理念・施策の体系

本計画の理念として『「輝いて、生涯現役」のびやかな人生が息づくまちをつくる』を掲げています。
また、その理念を実現するための計画目標を３項目、その計画目標を具体的に実現するための施策の体系を８項目を定めました。

○第４章　施策の展開

第１節では認知症や高齢者虐待に関して正しい理解・認識を深めるための啓発や交流活動の推進について、第２節では介護サービス基盤の整備として、住宅サービスや入所施設等の充実について、第３節では介護予防事業の推進、疾病予防と健康づくりについて、第４節では認知症介護サービス基盤の整備について、第５節では地域における見守り体制の充実について、第６節では高齢者の生活環境の整備について、第７節では高齢者の生きがい対策と社会参加、第８節では虐待防止の取り組み、権利擁護のための生活支援の取り組みについて定めています。

○第５章　計画の実績及び目標数値

高齢者保健福祉計画の主なサービスについて、第３期計画での実績及び第４期計画の目標数値を表示しています。
○第６章　計画の推進

計画を推進するうえで、市民、福祉関係団体、事業者、市が連携を取るため、それぞれの役割を示しています。

◎介護保険事業計画について

第４期期間中の介護サービス及び地域支援事業の実施目標を定め、第４期計画期間における介護保険料を設定しており、平成２１年度の保険料については、下げることとしております。

また、介護老人保健施設や特定施設入居者生活介護等の市内の施設について、整備目標量を定めることとしています。

◆　何か質問はありますか。

◆　「第４章　施策の展開」の「第２節　介護サービス基盤の整備」のうち、「１住宅サービスの充実　（４）一人暮らしなどの高齢者を対象とする事業の充実」について、具体的にはどのような事業を考えていますか。

◆　高齢者等緊急通報機器設置事業のほか、一人暮らしの高齢者宅に電話をし、安否の確認や孤独感の解消を行う電話サービス、また、社会福祉協議会などが行っているサロンなどの事業があります。（説明員）
◆　私の町内会は若山町と緑町が重なった町内会だが、町内会は一つでも地域包括支援センターの区分が分かれており、若山町に住む人と緑町に住む人が違う地域包括支援センターとなっている。

◆　地域包括支援センターの所管区域が決まっていますが、区域内の人口にバラツキがあることから、見直しを図ることとしています。

地域包括支援センターの所管区分は町単位で行っているため、町内会単位で見ると分かれてしまうところがあります。若山町と緑町は今後同じ地域包括支援センターの区域となる予定です。（説明員）

◆　地域包括支援センターは地域に根ざした活動をしている。職員の人事権は誰が持っているのか。

◆　地域包括支援センターが行う事業について市がそれぞれの事業所に委託しております。人事についてはそれぞれの地域包括支援センターで行います。（説明員）

◆　平成２０年度までの地域包括支援センターに関する事業費はいくらか。

◆　平成１８年度は約３，７００万円、平成１９年度は約３，９００万円、平成２０年度は約４，４００万円になっています。事業費は給付費の割合で決められています。（説明員）
◆　高齢化により老人クラブが廃止となっているところもある。老人クラブに対する補助金も減額された。会員を多くする必要があると思うが具体的にどんなことが考えているのか。

◆　価値観の多様化もあり、老人クラブへの参加者が少なくなっています。活性化策を考えなければなりませんが、今後の検討課題だと認識しています。（説明員）

２　登別市市民自治推進委員会上程資料について

◆　「精神障がい者に対する交通機関等の助成について」の上程資料について、次の運営委員会に提出したいと思います。市が単独でこの提言に取り組むのは難しいと思うが、私たちが一年間取り組んできた報告書として出したい。
◆　実際に他の市町村で実施しているところもある。国が実施しないから市も実施しないという話にはならない。

◆　上程書の最後に一文加えたいと思うがいかがか。

◆　他の市町村でも実際にサービスしているところもあるので、登別市も実施して欲しいと加えたらいかがか。

◆　他の市町村で実施しているところは市営でバス等を運営しているところが多い。そういうところはやりやすいが登別市は難しいと思う。

◆　精神障がい者が社会復帰施設を利用する場合だけでなく、買物や仕事、趣味などで交通機関を利用する場合に優遇措置をしてもらいたい。
市がバス会社と交渉すべきだと思う。

◆　一度市へ提言してみてその回答を見てから検討してはいかがか。

◆　上程資料の最後の「その間、市単独で助成できることについては、追って提言を考えておりますので今後とも、よろしくお願いします。」について、「第３部会と致しましても、これからも公平性のある福祉施策を目的に検討・検証を重ねて提言してまいります。市としても独自で助成する方向に向け、対策を検討・推進すべきです。」と差し替えることとします。
３　その他

◆　運営委員会で今後の自治推進委員会について話し合いはもたれているのか。
◆　委員の更新時期が迫っているのでいろいろと決めなくてはいけない。

◆　市は、市民自治推進委員会をこう進めていくという考えをもっているのか。

◆　市民自治推進委員会は、市民が自ら運営する市民組織です。そのため、市民自治推進委員会の今後の展開については、市民のみなさんが検討していくものと認識しています。この２年半の活動の中で、検討しなければならない課題がでてきていますので、市も協働で取り組む必要があると考えています。（事務局）

◆　行政職員は協働について勉強すべき。市民と行政の距離をゼロにして欲しい。
例えば窓口対応の職員は協働についてどう考えているのだろう。窓口の職員から協働の姿勢を感じることができない。

日本一のまちづくりを目指し、市長が職員に講義したらどうか。

◆　窓口の担当をしている職員が協働の考え方を持っていないとは思っていません。

窓口の職員は、来庁されたお客様に対し、必要とされる事務を誤りのないように行い、来庁者に制度等について正しく理解してもらうことがまず求められますので、事務的な説明が多いかもしれません。窓口での短時間の会話ですから、コミュニケーションの機会があれば、互いの理解も深まるのではないでしょうか。（事務局）

◆　まちづくり基本条例を作ったときに市の職員も参加したが、市民の立場ではなくどうしても市の職員の立場で話をする。
宿命だとは思うがコミュニケーションを続けるしかないと思う。

◆　市民自治推進委員会の各部会から提案したもので、市が採用したものは何も無いのではないか。市民の声は通らないのか。職員も交流しながらやらなくてはだめだと思う。

◎次回開催日等について
●　次回開催日　平成２１年３月１８日（水）　１８時３０分～
●　開催場所　　市役所　２階　第２委員会室

●　協議事項　　○第二期障がい者福祉計画について市から情報提供
○これからのテーマについて検討　
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